








４．道路網のパフォーマンス評価と災害の影響分析の枠組み

4.1　被害状況の想定

　ここでは仮想的な状況設定ではあるが、災害時の道路網の通行可能性について以下のような車線単
位でのシナリオを考える。
　（例）片側３車線道路の場合
　　　　２Ｌ：２車線が通行可能。１車線が通行不能。
　　　　１Ｌ：１車線が通行可能。２車線が通行不能。
　　　　０Ｌ：全車線が通行不能。
　以下では、上記の状況設定の下で既存の道路網のパフォーマンスを評価するものとする。
　また、通行可能な車線数の削減により、周辺道路へ迂回交通が発生し渋滞を招くことが予想され
る。これを緩和するために、交差点部における信号周期の変更や交通需要マネジメント施策（情報提
供により日常での利用経路とは異なった経路を選択させる）についても検討を行う。

4.2　シミュレーションの設定条件

　図５から図７は、自動車走行車線の削減に関わるそれぞれのシミュレーション画像を示している。
なお、いずれのケースにおいても、中央通りを東西に横断する交通に関しては、直進のみ可能とし
た。
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　ここでは、番町交差点、中新町交差点の２ヶ所で信号周期の制御を組み合わせた政策について分析
を行った。番町交差点、中新町交差点の２ヶ所の交差点を選んだ理由として、高松都心部の交差点の
中で特に交通量が多く、この２ヶ所の交差点の働きが交通流に大きな影響を与えると考えたためであ
る。２ヶ所とも現状のサイクル長は140秒であるので、２ヶ所同時にサイクル長を変更した。サイク

図５　２Ｌのシミュレーション画像 図６　１Ｌのシミュレーション画像

図７　全車線通行不能時のシミュレーション画像
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3.2　洪水吐周囲の浸食対策
　ため池本堤の決壊場所として、洪水吐周囲である事例
が多く見られた。洪水吐の排水流量以上の流入水が集中
した結果、あるいは、流木が洪水吐に詰まり排水能力を
著しく低下させた結果、洪水吐の両脇から越水し、本堤
の土砂を浸食して決壊に繋がった事例が多い。洪水吐の
両脇の浸食防止策を検討する必要がある。

3.3　設計洪水流量の再検討
　記録的豪雨であったとはいえ、想定以上の洪水ピーク流量が発生している。一連の降雨状況と出水
量の相関を検討し、設計洪水流量の算定における各種係数の選定においては、地域の地形・地質や樹
林化の現状に応じたきめ細かい対応を行う必要があると考えられる。

4.　台風災害時におけるため池の砂防機能
　満濃町長尾の馬河池（堤高5.4m、貯水量2.2千m3）では台風23号により、流域に土石流が発生し、
砂防堰堤の機能を発揮し、土石流を押しとどめた（写真６、７参照）。決壊しなかったのは平成14年
にため池改修を終えていたためであると云われている。同じ、満濃町長尾の蘭東上池（堤高4.2m、貯
水量1.8千m3）は未改修ため池であるが、流木・土石流を押しとどめた（写真８参照）。しかし、重ね
池である蘭東下池（堤高4.7m、貯水量3.7千m3）はその余波で決壊した（写真９参照）。

写真３　裏法滑落の事例 写真４　流木による洪水吐の閉塞

写真５　本堤決壊の事例

写真６　馬河池上流域の崩壊 写真７　砂防堰堤の役割をした馬河池
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　一方、三木町の立石山の西に位置する風呂谷にある風呂谷池（堤高5.5m、貯水量１千m3）も上流
からの土砂を押しとどめた。平成11年に浚渫工を行い、昭和60年に改修を済ませている（写真４参
照）。
　たとえ小規模とはいえ、災害時には砂防機能を発揮し、下流の災害発生を防止している。こうした
防災機能を積極的に評価すべきであり、小規模ため池だからといって安易に廃止することは慎むべき
である。ため池が流域全体に及ぼす影響や機能を評価する方法の確立が望まれる。

5.　ため池決壊の恐れにより避難勧告が発令された事例（高瀬町大正池）

　平成16年の台風災害では、規模の大きいため池の決壊は無かったが、高瀬町の南端に位置し琴平カ
ントリーの中にある大正池（堤高12.5m、堤長69m、貯水量65千m3）は８月17日の大雨により、裏法
が幅15m、高さ10m滑り、決壊の恐れがあったため、住民に避難勧告が発令された。
　表１に、大正池の決壊を防ぐための各機関の対応を時系列に示す。また、写真10に、大正池堤体の
被害状況を示す。
　図３に、この８月17日から18日にかけての降雨状況
を示す。時間雨量が25mmを越えるほど降雨が激しく
なった８月17日16：30頃、大正池裏法が約15mの幅で
滑落し始めている。その際の目撃者の話では、ため池
堤体を越水したのではなく、高くなっている周囲から
雨水が堤体に集まり、堤体が排水路のようになってい
たとのことである。
　水防本部設置は８月17日14：20、解散は18日０：30で
ある。大正池の場合、池樋からの排水が出来なかった
ため、消防団による可搬ポンプにより排水作業を実施した。17日17：45頃、消防団より堤防決壊の恐
れがあると無線連絡があり、水防本部にて協議、17：58大正池下流域４自治会に対して避難勧告を発
令した。高瀬町の場合、防災行政無線の受信機が約７割の家庭にあるため、避難勧告発令の伝達には
混乱がなかった。もちろん、無線の他に対象自治会長宅への電話連絡、町広報車による避難広報を実
施した。避難勧告は17日22：20に解除された。
　ため池は灌漑用のみならず多様な機能を有している。防災機能も大きな機能の一つである。ため池

写真８　流木・土砂を止めた蘭東上池 写真９　蘭東下池の決壊

写真10　大正池（８月20日撮影）
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は、雨水の貯水により下流への出水量
を低減させる。しかし、今回の事例で
は、上流域にあるため池の存在と下流
域に住む住民との関係、つまり、ため
池を介して上流域と下流域が連携する
課題を浮き彫りにした。この大正池下
流域４自治会に避難勧告が発令され、
勧告対象人数341人に対し実避難人数
は70人であった。都市部での避難勧告
発令の場合と比べて高い避難割合で
あると思われる。「家屋が高台にあり、
ため池が決壊してもここまでは水が来

ないから大丈夫」と自己判断で避難しなかった人も多くいたと云われている。この地域の住民は、上
流のため池の存在と周辺地形を熟知し、避難の判断が可能となっている。しかし、急速な宅地化が進
む市街地ではどうだろうか。ため池の存在すら知らない住民が増えている気がする。
　大正池では、ため池堤体の決壊による下流域の被害を防ぐために、豪雨の中であっても懸命な決壊防
止作業が行われた。しかし、一般にはこのような下流域を守る攻防については知られていない。役場職
員やため池管理者をはじめとした関係者の努力を、もっと下流域住民は知るべきではないだろうか。
　また、このような事態は今後とも予想される。台風時には、災害が一斉に発生するため、非常時に
は、役場職員が全てには対応できかねている。農村地域でも自主防災組織の形成は課題である。さら
に、決壊の恐れの判断基準などが今後明確化される必要があるといえる。

表１　大正池における本堤決壊防止対応

日付 時間 決壊を防止するための各機関の対応
8月 17 日 14：20 水防本部設置

16：30 頃 裏法が滑り始める（幅15m程）
17：45 頃 消防団より堤防決壊の恐れありの無線連絡

　 17：58 大正池下流域4自治会に避難勧告発令
　 19：00 頃 幅30m、高さ3m程。危なくて近づけない
　 20：00 決壊の恐れあり。裏法滑落（幅15m、高さ10m）。

ブルーシートで保護、見張り設置。樋管を抜いて水位低下の情報。
　 22：20 避難勧告解除
　 22：30 消防車のポンプφ65mm　2台で排水

8月 18 日 0：00 町経済課解散
　 0：30 水防本部解散、可搬ポンプ　2台は作業中止

可搬ポンプ　2台は作業中止。消防第4分団が監視を続ける
　 9：30 消防車のポンプφ65mm　2台で排水
　 10：30 水位：満水位より10cm下がり。上樋出口の土砂を除く作業を検討中
　 11：30 消防車ポンプφ65mm　2台で排水。流入量増で満水。
　 17：00 頃 土砂を除き上樋より排水開始（宮川へ）

8月 19 日 9：00　 水位：満水

図３　降雨状況（高瀬雨量観測データ）
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6.　ため池の持つ洪水調節機能の地域的特色

6.1　洪水調節機能
　ため池は、大雨時に降水の一部を貯留することによって流出を抑制する機能を持つ。これがため池
の洪水調節機能であり、ため池が満水位に近い状態にある時には殆ど働かないが、水位が低下し貯水
率が少ない時には有効に働く。ため池が水田灌漑水源として利用される日本の場合、ため池の水位は
夏の灌漑期とこれに先行する春の貯水期には高位に保たれるため洪水調節機能は小さいが、秋から冬
の非灌漑期には水位は低下し洪水調節機能は大きくなる。
　図４は、河川流域に複数のため池が存在する状況を模式的に表したものである。あるため池（ｉ）
の貯水量（満水時）をSi、その集水面積をAiとすれば、集水域への降水のうち何mmをため池に貯留
可能かという値（相当雨量）は水高［Si/Ai］で表される。と同時に、この値はそのため池が持つ最
大洪水調節機能でもある。降水時の貯水率をＲ（０≦Ｒ≦１）とすれば、その時点における洪水調節
機能は［Si/Ai］×（１－Ｒ）となる。
　　　０≦　［Si/Ai］×（１－Ｒ）　≦　［Si/Ai］
　一般に、小河川を堰き止めた麓池や平地池（ため池１、２）の場合は、貯水量、集水面積ともに小
さいので、洪水調節機能は大きいものとはならない。これに比べて、隣接する河川から取水する台地
池（ため池３）のように貯水量Ｓ３が大きい場合には、本来の集水面積Ａ３は小さいので洪水調節機能
（Ｓ３/A３）はかなり大きなものとなる。今回の台風災害においても、大規模な台地池は洪水調節機能
を有効に機能させ、下流での洪水被害発生の軽減に貢献したことが指摘されている。
　香川県下にある約14600を数える全てのため池について、集水面積を正確に計測し洪水調節機能を
明らかにすることは困難であるため、ここでは各市町（2000年当時の43市町）の面積（Ａ）とため池
の総貯水量（Ｓ）をデータとして、暫定的値（S/A）を求めてみる。
　図５は、各市町の面積（Ａ；横軸）とため池の総貯水量（Ｓ；縦軸）の関係を、両対数グラフ上に
表したものである。この図には水高（S/A）も表さ
れている。水高（S/A）は香川県平均では77.9mm
であるが、旧43市町別にみれば、最小は琴平町の
1.3mmから最大は満濃町の337.8mmと極めて大きな
バラツキが存在する。これを地域的にみれば、東
讃・島嶼・山地・臨海で50mm以下と小さく、高松
から三豊にかけては100mm以上を超える大きな値
となる（図６）。この値は、満濃池、三郎池、奈良
須池、小田池などの大規模なため池の分布を反映し
たものであり、ため池の持つ洪水調節機能を概括的
に評価し、ため池災害の発生機構を考察する上での
基礎的情報の一つとなりうる。

6.2　国分寺町における台風23号による洪水とた
め池災害
　国分寺町の面積は26.25km２、253のため池の総貯
水量は2860.3×103m3で、水高（最大洪水調節機能） 図４　河川流域に複数のため池が存在する状況
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は109mmである。貯水量1000m3以上
のため池が137で、10万m3以上のため
池も橘池、関ノ池、神崎池、新居大
池、新居宮池、新居新池、羽間上池の
７つを数える。本津川は、香南町由佐
付近の洪積台地に源を発し、国分寺町
を南から北に貫流し高松市西部の本津
を経て瀬戸内海に注いでいる。河川流
長は20.7km、流域面積は51.1km２の２
級河川である。途中で、野間川、田宮
川、前川、坂川などの支流を合わせて
流下するが、その河岸に高い堤防はな
く、河道は低地を深く刻んでいる。
　図７は台風23号による降水の時間変
化と、本津川の水位変化（国分寺と下
流の本津川橋）を表したものである。
10月19日には82mmの降水があった
が、約10時間の無降水期間を挟んで、
10月20日６時～18時には211mmもの
大雨が発生した。特に、12時～15時に
は時間降水量30～40mmにも達する豪
雨が３時間ほど継続した。この期間の
河川水位の変化をみれば、10月19日に
は82mmの降水があったにもかかわら
ず、大きな水位上昇はなかった。この
理由としては、降雨強度が10mm／時
程度と小さかったことのほかに、無降
水期間が先行しため池・水田・森林等
の持つ洪水調節機能が働いたことが挙げられる。しかし、10月20日の豪雨においては、前日の大雨の
ため流域の持つ洪水調節機能が働く余地がなく、河川水位は著しく上昇したと考えられる。このため
本津川沿いの低地に浸水地域が広がり、住宅の一部損壊、床上・床下浸水あわせて約940戸をはじめ、
橋の破壊、耕地の陥没など深刻な被害が発生した。
　台風23号は山地で小規模な斜面崩壊が生じさせたほか、約30のため池でも被害を発生させた。ため
池被害の実態は十分把握できていないが、法面崩壊や土砂流入が主で、洪水吐崩壊や堤体決壊も一部
で発生した。洪水吐崩壊や堤体決壊が発生したのは、いずれも山地の小谷にある小さなため池であっ
た。貯水量10万m3以上の大規模なため池のうち、国分台南麓に位置する神崎池、新居大池、新居新
池では土砂流入による被害が発生したが、これらは麓池に分類される。台地池の羽間上池・橘池、平
地池の関ノ池・宮池では堤体には被害が発生しなかったが、神崎池や関ノ池の直上では野間川が氾濫
し浸水地域が出現した。
　国分寺町の台風23号の大雨については、10月19日にはため池など流域の洪水調整機能が働いたが、

図５　各市町の面積（Ａ）とため池の総貯水量（Ｓ）の関係
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記録的な豪雨のあった10月20日には洪水
調整機能は殆ど果たせず、大きな浸水被
害を発生させた。ため池災害についてみ
れば、地形的には麓池で被害が顕著で
あったが、台地池や低地池では顕著では
なかった。降水・流出過程、特にため
池の持つ洪水調節機能の評価について
は、フィールドでの精査が今後必要とさ
れる。ただ、幸いなことに人的被害はな
かった。国分寺町では、10月20日９時49
分の大雨洪水警報発令とともに水防本部
を設置した。13時40分には災害対策本部
を設置し避難所を開設し、13時50分には
全町に避難勧告を発令した。水防本部か
らの広報や避難勧告などは、町の防災行
政無線を通じて住民に伝えられ、災害の
軽減化に寄与したといえよう。

図６　ため池の持つ洪水調節機能の地域的差異

図７　台風23号による降水の時間変化と本津川の水位変化
（2004年10月19～20日）
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7.　ため池の貯水機能を活かした洪水軽減にかかる検討

7.1　現存のため池による一時貯留の可能性
　台風23号は、高松平野の春日川において越流を生じさせ、流域内の家屋に深刻な被害をもたらし
た。このなかで、河川での治水対策と農業用ため池の貯水管理による連携により、洪水被害を軽減で
きるのではないかとの指摘がある。
　ここでは、現存のため池の貯水機能が流出の抑制にどの程度寄与しうるかについて、簡単な試算を
行う。試算にあたって、新川・春日川水系を代表する大規模ため池であるＳ池（高松市三谷町）とＨ
池（高松市仏生山町）を取り上げる。両池の諸元を表２に示す。

表２　ため池の緒元

所在地 有効貯水容量
千m3

満水面積
km2

集水面積
km2

S 池 高松市三谷町 1768.0 0.42 5.30
H 池 高松市仏生山町 1349.0 0.35 4.00

　第一に、両ため池の有効貯水容量により、どの程度の流出抑制機能があるのかを調べるために、両
ため池の充填降雨高（mm）を求めることとする。充填降雨高は、空の状態にある貯留施設を満水に
まで回復させるために必要な集水域における降雨高である。通常は有効貯水容量（千m3）を集水域
の面積（km２）で除すことによりmm単位で表示される。本来は、貯水回復の信頼性を評価するため
に用いられる指標であり、充填降雨高が小さい貯留施設であるほど貯水の回復が速く、水源としては
信頼性が高いと判断される。
　本節では、ため池の有効貯水容量によってどれくらいの降雨が一時的に貯留されうるかを調べる
ため、ため池の池面に対して生じる降雨についても考慮することとする。すなわち、両ため池の有
効貯水容量を集水面積・満水面積の和で除すことで充填降雨高を求めると、Ｓ池で309mm、Ｈ池で
310mmとなる。しかし、集水域における降雨については樹木・枝葉による降雨の遮断、地下浸透な
どのため、すべての降雨がため池に流入するわけではない。そこで、集水域における流出率を70％と
仮定し、これを考慮して充填降雨高を算出すると、Ｓ池で429mm、Ｈ池で428mmとなる。このこと
より、両ため池においては、降雨をもたらす台風の直前に空であったと仮定すれば、降り始めからの
積算降雨が約430mmに至るまではため池により一時貯留される。
　ところで、台風によって降雨がもたらされる直前にため池の貯水が、都合よく空の状態であるこ
と、あるいは、空の状態にしておくといった貯水管理が行われることは非現実的と言わざるを得な
い。　そこで、仮にＳ池、Ｈ池の貯水率がそれぞれ70％であった際に、どの程度の降雨が一時貯留さ
れることになるかについて調べる。代掻き・田植え期など時期によっては、貯水がさらに低下するこ
ともありうるが、普通期または非かんがい期における貯水率の推移としては、70％という数値は妥当
であると考えられる。有効貯水容量の空き容量（貯水率30％相当分）を集水面積・満水面積の和で除
すことで求めると（上述のとおり、集水域における流出率を70％と仮定する）、両池ともに129mmと
なる。これが、県下においても大規模なため池に該当するＳ池、Ｈ池において、現実的に一時貯留可
能な降雨と考えられる。
　台風23号による高松市公淵地区（Ｓ池、Ｈ池に最も近傍の観測局）における雨量を図８に示す。こ
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の台風では、とくに10月20日の13～14時において87mm/hrという時間雨量を記録しており、累計雨
量は10月20日の午前８時より急激に上昇していることがわかる。
　先述のように、本台風前の両ため池の貯水率が70％であったとすれば、Ｓ池、Ｈ池のような規模の
大きいため池では概ね130mmの降雨を一時貯留できる。図８によれば、累計雨量が130mmに達する
のは10月20日午前10時頃であり、記録的な時間雨量が発生した13～14時の段階においては、両ため池
はすでに満水であったと推測され、ため池集水域からの流出成分は全く貯留されることなく、余水吐
よりそのまま放流されたものと考えられる。
　一方、台風15号による高松市公淵地区における雨量を図９に示す。この台風による累計雨量は
48mmであり。８月17日午後５～６時に18mm/hr、18日正午～午後１時に16mm/hrを記録している
程度であった。同様に、本台風前の両ため池の貯水率が70％であったとすれば、この一連の降雨はす
べて一時貯留できたと考えられる。
　このように、流出の一時的な貯留機能が現存のため池にあるとするならば、空き容量が満水になる
までの限られた時間内で発生した降雨に対してのみである。台風15号のような降雨パターンであれ
ば、一時貯留が可能となったが、台風23号がもたらした降雨パターンの場合では、ピーク時の流出
カットには寄与できていないことがわかる。したがって、現存のため池が河川の洪水軽減にどの程度

図８　台風23号による公淵地区における雨量

図９　台風15号による公淵地区における雨量
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寄与するかについては、台風による降雨パターンに強く依存していると推察される。

7.2　河道外ため池の防災機能
　ため池は多面的な機能を有し、その一つに防災機能があることが指摘されている。しかし、前節の
ような試算に従う限り、現存のため池には流出を抑制し洪水を軽減するといった側面での防災機能は
果たし得ないといえる。前述した馬河池（満濃町長尾）のように、砂防堰堤のような機能を発揮して
土石流を堰止め、下流への被害を軽減した事例がある。これは、ため池が果たしうる防災機能の好例
であろう。
　ところで、香川県におけるため池の特徴は、河道外に設置されたため池が各地に見られることであ
る（図10）。河道外に設置されていることによって、河川の増水による負荷を受けないため、ため池
が決壊するといった危険性は、河道内に設置されたため池よりも低いことが挙げられる。すなわち、
河道外ため池は自己集水域を持たないか、自己集水域が極めて小さいため、貯水を溜め込むために、
導水路によって河川表流水を取り入れる操作が不可欠であるが、増水時・洪水時には導水口を閉める
ことが可能である。また、当然ながら、導水路の施設容量以上の流量はため池に輸送されない。
　ため池が決壊したことにより、下流の農地・宅地等に甚大な被害を及ぼした例が各地で見られた
が、河道外ため池については、河道内ため池に比べて防災のポテンシャルが高いと考えられる。河道
外ため池は、河道内ため池とは別の尺度で今後のため池の保全対策を講じる必要があるように考えら
れる。

7.3　ため池に洪水軽減の機能を付与する際の検討課題
　現存のため池では、河川での治水対策とため池の貯水管理による連携を図り、ため池に洪水軽減の
機能を付与することは不可能である。なぜなら、第一に、ため池に余水吐が備えられていても、余水
吐はため池構造そのものを保持する目的であって、洪水調節を行うものではないからである。第二
に、人為的に水位を大幅に調整しうるようなゲートを有しておらず、洪水調整容量を有していないか
らである。人為的に水位を調整するためには、洪水に比べるとわずかな流量を放流するために設けら
れたユルの操作により行わざるを得ない。第三に、ため池の管理は土地改良区、水利組合により行わ
れている場合が多く、その実務は水配係など一部の管理者に限定して行われているのが実態である。
その管理者は当然受益農家より選出されるのであり、貯水管理の専門技術者ではなく、関係農家の水

図10　河道内のため池（左図）と河道外ため池（右図）の模式図
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利用にかかる意向をもとに配水管理を行うといった地域の調整役であるといってよい。
　河川の治水対策とため池の貯水管理による連携を図り、ため池に洪水軽減の機能を付与するなら
ば、とくに以下のことを十分検討する必要がある。したがって、相当の公的な支援が求められよう。
・対象とするため池を十分吟味して選定すること（上記の３つの要因をすべて解決しうるため池は極
めて限られるであろう。また、河川での治水対策と併せて効果的な洪水軽減となるような配置・立地
条件、現存のため池の規模等を勘案する必要がある）。　
・当該ため池を、洪水調整を機能として組み入れた多目的の貯留施設として明確に位置づけること
（ため池の嵩上げ、洪水調整ゲートの設置などのハード整備のほか、洪水調整のための運用規則につ
いて整備する必要がある）。
・ため池には専任の管理技術者およびデータ送受信等を可能とする事務所を配置すること（既存の土
地改良区、水利組合で対応することは不可能であり、専門の管理技術者が要求される）。

8.　農地・農業用施設の復旧と中山間地域の保全

　台風23号により被災した農地が放置される事例を紹介する。菅谷地区は、さぬき市長尾町の88番札
所大窪寺の南側、峰を越えた南側に位置している。谷筋が細長く開け、耕作放棄田もない美しい田園
景観がある。その谷筋を遡ると西谷奥池のある小さな枝谷がある。台風23号により西谷奥池上流の斜
面が崩壊し、その土石流により、ため池は跡形もなく流され、枝谷の農地は土砂で埋没した（図11及
び写真11参照）。その枝谷には２軒の農家があるが、高齢者世帯であるため、家の周囲の農地しか復
旧しない。大部分はそのまま放置される。下流側に位置している菅谷は、上流の枝谷である西谷が耕
作されていたからこそ美しい田園景観も保全されていたことが分かる（写真12参照）。西谷が放置さ
れることによって下流側の災害が危惧される。台風災害が中山間地域荒廃化の引き金になりかねない
のである。流出を抑制する手立てを早急に講じる必要がある。

9.　おわりに
　ため池班の調査は事例的調査が主であり、深く掘り下げた調査研究はこれからの課題として残って
いる。平成16年の一連の台風災害によって、香川県内のため池は、至る所で大きな被害を受けた。被
害があったものの、農業の先行き不透明感や農家の高齢化・後継者不足等の理由によって、復旧を断
念するため池が出ていることも今回の調査により判明した。ため池をはじめとした農地・農業用施設
を、いかにして後世へ維持・保全させていくかを、県民・国民が議論をする時期に来ていると言って

図11　菅谷地区上流の被災平面図
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も過言ではない。
　なお、本稿は１章～５章、８章、９章を森下・山中が、６章を新見が、７章を角道が各々分担執筆
した。最後に、ため池班の現地調査や資料提供について、災害査定業務で公務ご多忙の中、香川県土
地改良課はじめ、西讃・中讃・東讃各土地改良事務所、高瀬町、山本町の関係各位に惜しみないご協
力をいただいた。記して厚く御礼申し上げる次第である。
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11.　農業における被害状況

 農業班：楠谷　彰人（農学部生物生産学科）
 豊田　正範（農学部生物生産学科）
 奥田　延幸（農学部生物生産学科）
 片岡　郁雄（農学部生物生産学科）
 深井　誠一（農学部生物生産学科）
 松村　伸二（農学部生物生産学科）
 山内　高円（農学部生物生産学科）
 鈴木　晴雄（農学部生物生産学科）

1.1　被害の概要
　平成16年度に襲来した一連の台風により、農業関係の被害は農林水産施設等で、約206億円、農産
物への被害は約20億円にも及んだ。農水産施設の被害は、農地や農道・ため池の損壊を中心に、漁港
施設、園芸施設、畜産施設、水産施設の広範囲に渡った。農産物の被害は、野菜で最も大きく、接い
で果樹、水稲、花卉、特用作物、家畜がこれに次いだ。各台風別では、農水産施設等では台風23号で
とくに大きく、農水産物については、16号、23号で大きく、21号、18号が次いで大きかった。農作物
の種類別の被害状況についてみると、16号では野菜で大きく、水稲、果樹でも大きかった。21号では
果樹の被害が特に大きく、23号では野菜に甚大な被害があった。

1.2　作物の被害
　香川県農政水産部農業生産流通課が作成した資料および中国四国農政局高松統計・情報センター発
行の統計情報などに基づき、被害の大きかった水稲を中心に、農作物の被害状況について分析した。

1.2.1　水稲

　香川県における平成16年の水稲の栽培面積は15300haであるが、その10ａ当たり平均収量は462kg、
作況指数は93で、収量、作況指数とも平成６年以降最低となった。この原因について、高松統計・情
報センターでは出穂期後の日照不足に加え、相次ぎ襲来した台風により穂ずれや倒伏が多発したた
め、と報告している。表１に、台風による水稲の被害状況を示したが、総被害面積は9387ha（栽培
面積全体の61％）、推定被害金額は２億7160万円であった。特徴的なことは、これらのうち被害面積
の80％、被害金額の82％が台風16号によって生じていることである。すなわち、水稲の被害は台風16
号に集中していたが、これは香川県における水稲栽培の品種構成と移植時期の特殊性によると考えら
れる。
　香川県における水稲品種の作付面積割合は、中生のヒノヒカリが40％、早生のコシヒカリが37％
で、この２品種で全水田面積の３／４以上を占めている。また、コシヒカリは５月上旬に移植される
早期栽培がほとんどで、ヒノヒカリでは６月中旬に移植される普通期栽培が行われている。さらに、
ヒノヒカリは中西讃部での栽培が多く、東讃部はコシヒカリの栽培が多いという地域的特性もみられ
る。このため、台風の被害は品種や地域によって大きく異なっていた。そこで、その原因を、台風16
号による被害を中心に、品種生態と収量構成要素の面から解析した。
　台風などによる風害が水稲に与える影響は、物理的損傷と生理的損傷とに大別される。物理的損傷
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には、葉の裂傷、倒伏、籾ずれ、脱粒などがあるが、これらの中では倒伏による被害が最も大きい。
すなわち、倒伏による草姿の崩壊は、光合成を阻害するばかりでなく同化産物の子実への移行をさま
たげる。また、風害がもたらす生理的損傷で最も影響が大きいのは、蒸発散が強制されるために起こ
る体内水分の不均衡とそれに伴って生じる光合成や呼吸などの生理機能の異常である。これらの物理
的損傷や生理的損傷が収量構成要素に及ぼす影響についてみると、穂数と１穂籾数は出穂期前に決定
される要素なので、出穂期後の強風による籾数の被害は少ない。一方、千粒重と登熟歩合は主に出穂
期後の光合成によって規制されるため、出穂期を過ぎてからの強風の影響が特に大きい。ただし、千
粒重は登熟した籾についてのみ測定されるので、風による変動は概して少ない。したがって、出穂期
前後の強風の被害は、収量構成要素の中では登熟歩合に最も強く現れる。すなわち、葉の裂傷や倒
伏、体内水分の不均衡などによる光合成の抑制は、登熟歩合を低下させ、収量に決定的な影響を及ぼ
すと考えられる。表２は平成16年と平年（平成６年からの10年間平均値）の収量構成要素を示したも
のである。穂数は平成16年の方がわずかに多かったが、１穂籾数が少なかったため、総籾数も減少し
た。玄米千粒重も平年より軽かった。すなわち、籾数、千粒重とも平年を下回っていたが、その差は
小さく、平年に対する減少率は２％未満であった。一方、登熟歩合は平年より3.8％低く、対平年比
は95.3％であった。これらより、平成16年の台風による水稲の減収には、登熟歩合が最も強く関与し
ていることが確認された。

表１　平成16年度の台風による水稲の被害状況

4 号 6 号 10 号 11 号 15 号 16 号 18 号 21 号 23 号 合計
被害面積（ha）
推定被害金額（千円）

130
10,100

32
5,800

27
3,000

7,495
223,700

526
24,800

1,177
4,200

9,387
271,600

表２　平成16年と平年の収量構成要素の比較

穂数
（本／m2）

１穂籾数
（粒／穂）

総籾数
（粒／m2）

玄米千粒重
（　ｇ　）

登熟歩合
（％）

平成16年
平年値

405
399

71.6
74

29000
29500

20.9
21.2

77.6
81.4

平年値：平成６年からの10年間平均値．

　さらにこれらの関係を、ヒノヒカリとコシヒカリに分けて検討した。平成16年の作況指数が93で
あったことは先にも述べたが、品種別にみるとヒノヒカリが89であったのに対し、コシヒカリは100
であった。すなわち、コシヒカリの収量は平年と変わらなかったが、ヒノヒカリは平年より10ポイン
ト以上も低かった。これは、両品種の生態的特徴と栽培時期の違いによると推察される。コシヒカリ
は早生種であることに加え、早期栽培が主体であるために、台風16号が襲来した８月30日には既に出
穂は終了し、刈り取りに入る時期であった。このため、風害による登熟阻害が回避されたと判断され
る。一方、中生のヒノヒカリは出穂期が丁度この時期に合致していた。さらに、ヒノヒカリは出穂が
遅い分だけ籾数が多く、平年でも早生品種より登熟が向上しづらいという特徴をもっている。した
がって、これらの品種的特徴が出穂期の風害による登熟阻害を一層助長したと思われる。なお、両品
種における被害の差は地域別にも強く現れていた。表３は、台風16号による被害を地域ごとに集計し
たものである。倒伏、穂ずれ、葉ずれなどの被害は中讃から西讃部での発生が多く、東讃部の発生が
少なかった。これは、風雨の強さが地域によって違っていためとも考えられるが、ヒノヒカリの作付
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比率が中西讃部で高く、東讃部で低いことが主な原因であると推測される。
　以上のように、今回の台風による水稲の被害はヒノヒカリに集中していた。すなわち、ヒノヒカリ
とコシヒカリの品種的な特徴の違い、栽培時期および栽培地域の違いが組み合わされて、水稲全体の
被害の様相が決定されたと判断される。

1.2.2　その他の作物
　表４に水稲以外の作物についての被害状況を示した。表中の特用作物とは、大豆、ソバ、オリーブ
などを含むものである。特用作物の被害面積は296ha、推定被害金額は6269万円であり、飼料作物は
それぞれ78ha、332万円であった。大豆の被害は主に落莢と枝裂け、ソバの被害は落花によるもので
あった。
　なお、今回の台風は麦類には直接被害を及ぼさなかったが、台風23号による浸水により、水はけの
悪い圃場では播種期が遅れるなどの影響がみられた。

表３　台風16号による地域ごとの水稲の被害状況

センター名
被害状況（ha）

全倒伏 半倒伏 穂ずれ 葉ずれ 浸水 冠水 潮風害 合計
東讃
小豆
中讃
西讃
合計

38.5
3.1
139
14.8
195.4

91.5
6.2
340.5
127.7
565.9

1,128.00
2,227.90
3,355.90

700
35

1,128.00
1,446.50
3,309.50

10.6
3

16.8

30.4

20
6
9.5

35.5

2.4
2.4

860.6
53.3

2,761.80
3,819.30
7,495.00

表４　平成16年度の台風による特用作物、飼料作物の被害状況

4 号 6 号 10 号 11 号 15 号 16 号 18 号 21 号 23 号 合計
被害面積（ha）特作 48 36 37 6 46 123 296

飼料 4 42 4 6 21 1 78
推定被害 特作 35,172 1,530 4,800 291 2,380 18,514 62,687
金額（千円） 飼料 187 1,197 187 1,078 646 24 3,319

1.3　野菜の被害

1.3.1　調査方法

　農業班の野菜分野では、平成16年10月15日に香川県農政水産部農業生産流通課において、県内野菜
生産の台風被害状況について聞き取り調査を行った。さらにその後、香川県農政水産部から適宜最新
の情報を収集した。また、同21日には高松市（北部および西部）、善通寺市、丸亀市、坂出市、観音
寺市、三木町、大野原町、豊浜町、仁尾町、三野町、高瀬町および多度津町の５市６町、同22日には
高松市（南部および東部）、さぬき市、東かがわ市および三木町の３市１町の現地被害調査を行った。

1.3.2　調査結果

　平成16年に我が国に接近・上陸し、特に香川県の農産物に被害をもたらした台風について、香川県
産野菜の被害面積および推定被害金額を表５に示した。この中で、特に16号、21号および23号の被害
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が大きくなり、その被害状況を表６にまとめた。

表５　野菜の被害状況

野　菜　被　害 6　号 10　号 15　号 16　号 18　号 21　号 23　号
被害面積　（ha） 14 11 12 138 30 202 516
推定被害額（千円） 6,543 5,483 9,127 468,456 35,914 61,733 510,702

表６　主な被害品目、被害状況、被害面積並びに被害地域など

主な被害品目 主な被害状況 被害面積
（ha） 主な被害地域

16 号 金時ニンジン
ネギ
キュウリ
カンショ
アスパラガス

冠水（海水）
冠水（海水）、倒伏
倒伏、葉・果実の損傷
冠水（海水）
茎・葉の損傷

40
30
18
17
14

坂出市
大野原町、豊浜町
高瀬町、観音寺市
土庄町、坂出市
善通寺市、丸亀市

21 号 ブロッコリー
レタス
ネギ
キャベツ
キュウリ

冠水、葉茎の傷み
葉の損傷
倒伏・葉折れ
茎葉の損傷
葉・果実損傷

106
43
28
14
2

満濃町、観音寺市、豊中町　他
豊浜町、大野原町、観音寺市　他
善通寺市、西讃全域　他
東かがわ市、綾南町　他
豊浜町、財田町　他

23 号 レタス
ブロッコリー
キャベツ
ナバナ
イチゴ

冠水、茎葉の損傷
冠水、茎葉の損傷
冠水、葉の損傷
冠水、倒伏
冠水

185
131
62
30
9

観音寺市、大野原町　他
高松市、さぬき市　他
高瀬町、さぬき市　他
高松市、さぬき市　他
三木町　他

　台風16号の被害の特徴は、主に瀬戸内海に面した市・町において、圃場への海水の流入にともなう
土壌中の塩類濃度上昇による塩害であった。塩類濃度の上昇は土壌水分の浸透圧を高めて、野菜の養
水分の吸収を阻害する。この時期には、秋・冬野菜の播種や圃場の植え付け準備などが行われている
ため、播種直後における金時ニンジン苗の生育などに大きな被害が認められた（写真１、２）。台風
21号および23号は、それぞれ県西部および東部において激しい風雨をもたらし、浸水・冠水などによ
る野菜の茎葉損傷あるいは根の障害を引き起こして、中でもレタスやブロッコリー、キャベツ、ナバ
ナなどの冬野菜の多くに著しい被害をもたらした（写真３、４）。これは、ブロッコリーやキャベツ
などの根は多くの酸素を要求するが、浸水・冠水によって土壌中の酸素不足が発生し、根の呼吸障害
があったものと考えられる。根の呼吸障害は水分や無機養分の吸収を抑制するため、台風通過後の高
温・強日射条件により茎葉の萎れが助長され、その後の生育阻害と収量低下の原因になったものと考
えられる。

1.3.3　今後の対策について

　平成16年に香川県の野菜生産に大きな被害をもたらしたのは海水の流入並びに大雨による浸水で
あった。これら甚大な台風被害に対する今後の対策として、まず農地およびその周辺の治水・排水対
策がさらに必要であると思われる。また、台風の事前・事後対策については、香川県普及情報農業者
ネットワーク（アグリネット：http：//www.ei-net.ne.jp/menu/kagawaall/openmenu／）から情報発
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信されており、本年の台風被害においても作目別対策や、海水流入による塩害の除去対策法などにつ
いて迅速な情報発信がされていたが、今後の野菜生産被害の未然防止と事後対策の強化のためには、
本ネットワークシステムの充実と、県農業改良普及センターや農業試験場をはじめ地域の農業関係機
関がいっそう連携して、情報の収集と地域に密着した情報の提供が必要であると思われる。

1.4　果樹の被害

1.4.1　はじめに

　平成16年の度重なる台風の襲来により、県内の果樹作物における被害は、延べ面積３,426ha、総額
４億７千万円にも及んだ。被害は主要な果樹作目全般にわたり、落果、枝葉や果実の損傷、潮風害、
塩水害など作物への直接的被害に加え、園地への土砂の流入や表土の流亡など農地の損失、またビ
ニールハウスや棚など栽培施設の損壊など広範に及んだ。特に県西部のナシ主産地では土石流により
棚の崩壊と樹体の流失が発生し、甚大な被害がもたらされた。ここでは、一連の台風被害の状況をと
りまとめるとともに、果樹作物の特性からみた被害の把握とその対策について述べる。

1.4.2　被害の概要

　台風15号（８月17日）では、県西部に集中豪雨があり、ナシ（豊浜町）、ミカン（大野原町）で園
地の崩壊により樹体が流出した他、一部果樹棚の倒壊が発生した。
　台風16号（８月30－31日）では、県内全域でミカンの果実傷害が発生した他、ミカンの塩害（仁尾

写真３　冠水した後、萎れているブロッコ
リー（多度津町、23号）

写真４　冠水した後、萎れているナバナ
（さぬき市、23号）

写真１　海水の流入により水没したハウ
ス（観音寺市、16号、県撮影）

写真２　海水の流入により水没したハウス
（坂出市、16号、県撮影）
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町）ナシ（豊浜町）、モモ（飯山町、高瀬町、財田町）、ブドウ（多度津町、高松市）などで枝折れ・
落果が多数発生した。また、カキ（香南町、綾南町、財田町）、イチジク（満濃町、高松市、坂出市）
で果実傷害、落果、キウイフルーツで葉ずれ・落果（善通寺市、高瀬町）がみられた。さらに、ビニー
ルハウスの倒壊やビニールの破損が県内全域にわたって起こった。

　台風18号（９月８日）では、ミカン、カキ、イチジク、ブドウなどで枝折れ、葉や果実の傷害が発
生し、ブドウやイチジクのビニールハウスが損壊した。
　台風21号（９月29日）では、県西部が豪雨に見舞われ、大規模な土石流によるナシ園地の棚施設の
崩壊と樹体の流出（豊浜、大野原）が発生し、甚大な被害が発生した。ミカン、カキ、イチジクなど
では、枝折れ、果実の傷害が生じ、キウイフルーツでは落果や落葉がみられた。ビニールハウスの損
壊が県内全域で発生した。
　台風23号（10月19－20日）では、県東部が豪雨に見舞われた。県内全域でミカンの落果、果実の傷
害が発生した他、カキでは果実の傷害、落果、キウイフルーツでは果実の傷害、落果、一部モモ園地
では表土が流亡した。
　これらの台風による被害のうち、台風16号、18号、21号による被害がとくに大きく、度重なる降雨
により被害は累積的に拡大した。

写真７　ナシ園内への土石流の流入（豊浜
町）

写真８　土石流によるナシ栽培棚の損壊
（豊浜町）

写真５　海水の流入によるミカンの落葉・落
果（仁尾町）

写真６　潮風害による落葉とそれに伴う新葉
の発生（仁尾町）
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1.4.3　果樹作物の特性からみた被害の把握と対策

　本年の台風被害が拡大した理由の一つは、異例の６月下旬に襲来した６号をはじめに、８月中旬、
８月下旬、９月上旬、９月下旬、10月下旬と、夏から秋にかけて果実が発育し成熟する多くの種類の
果樹の生育期間全体にわたって豪雨と強風、土砂流入などの累積的な影響を受けたためである。樹上
の果実の損傷や落果は、収穫量の減少とともに外観的な果実の品質低下、さらには貯蔵性を劣化させ
た。また、強風や潮風による枝葉の損失や損傷は、成熟期を迎えた果実への光合成産物の転流に大幅
な減少をもたらし、このため果実の糖度不足など食味品質の低下を招いた。また、土砂の流入や長期
間にわたる土壌の過湿、海水の流入などは、細根の生理活性低下あるいは枯死に至らしめ、養水分の
供給を強く抑制し、樹全体の衰弱を引き起こしたものとみられる。
　このような当年の果実や樹体への直接的な被害に加えて、永年作物である果樹では、翌年、場合に
よっては数年間にわたり、台風害の二次的影響を被ることが懸念される。一般に果樹は秋季、落葉ま
での期間、翌年の花や果実、樹の発育に必要な炭水化物を蓄える。台風による枝葉の損失は、この貯
蔵養分の蓄積量を減少させ、翌年の生産力を低下させる。また、カンキツや一部の落葉果樹では、台
風による早期落葉にともなう夏秋期の発芽がみられたが、この時期に発生した新梢は耐寒性がなく越
冬は困難であり、樹からの養分損失を招くのみである。また、多くの落葉果樹では夏から秋にかけ
て、花芽が既に分化・発達しつつあり、葉や根からの養分供給の減少は花芽の充実を妨げ、翌年の収
量に影響を及ぼす可能性がある。著しく衰弱した樹では、この影響はさらに長期間にわたる場合もあ
る。

写真11　強風によるブドウの落葉（多度津町）

写真10　強風によるキウイフルーツの落葉（善
通寺市）

写真９　ミカン園への土砂の流入と落果（豊浜町）
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　園地そのものの崩壊をもたらすような異常なレベルの降雨や強風、土砂災害に対しては、構造的な
対策が必要であるが、果樹の特性からみると、局地的な環境条件を考慮した園地選択および防風、排
水施設の整備・点検が被害軽減には重要である。また、被害発生後の対策としては、可能な限り迅速
に樹勢を回復させるためのせん定および着果量の調節、葉面散布を含めた施肥設計などが必要と考え
られる。

1.4.4　果樹農業の現状からみた復旧支援対策

　本県の果樹農業はその大半が比較的高年齢の生産者により営まれているのが現状であり、就業者の
減少にともなって栽培面積・生産量の減少が進行しつつある。本年の広範かつ甚大な台風被害により、
農業者の生産意欲が減退し、果樹農業全体の衰退を招くことが懸念される。苗木の植え付け後、収益
を得るまでに相当な年数を必要とする果樹農業では、被害状況によっては園地の放棄を余儀なくさ
れ、産地としての存続にも影響が及ぶ恐れがある。意欲的な農業者に対する生産復旧と被害軽減対策
に向けた迅速で長期的な支援施策を講じる必要がある。

1.5　花きの被害

1.5.1　概況

　香川県下の花き関連では、台風15号で豊浜町のキク0.1ha、台風16号で池田町、詫間町、綾歌町の
キク10ha、詫間町のマーガレット４ha、台風18号で大野原のキク２ha、台風21号で池田町、香川町、
詫間町のキク１haの被害が報告されている。
　被害は、高潮による海水の冠水による塩害、風による海水飛散による塩害、河川等の氾濫による冠
水被害、風による葉ずれ、倒伏に大別できる。平成16年の台風被害は、これまでに経験のない高潮、
河川等の氾濫による被害が大きかったのが特徴である。以下個別に短期的、長期的被害状況を述べ、
最後に今回の被害から導かれた教訓、今後の対策を述べる。

1.5.2　キクおよびマーガレットにおける短期的被害の特徴

（１）　キク
　これまで塩害の経験が十分蓄積されていなかったが、塩水が引いた後の迅速な対応・処理がその後

写真12　冠水したキクハウス 写真13　冠水直後のキク苗
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の被害の大きさを左右した。すなわち、日が上が
る前に動力噴霧器等で池の水を十分を掛け流し、
植物に付着した塩分を洗い流した圃場では被害は
軽微であったが、そのような対策を取らなかった
ところでは、キクの生長点部が被害を受け、ひど
い圃場では葉が黒くなり枯死する場合も見られた
（写真12、13）。
　海水が入った後のハウス内土壌の塩分調査（小
豆農業改良センター）によれば、表土はある程度
の塩分を含んでいた（図１）が、耕土の中はそれ
ほど塩分が侵入していないことが明かとなった。海水冠水後の対処方法の違いが被害の程度を左右し
たと上に述べたが、土壌の残留塩分の様子から、植物体に残存付着した塩分が主たる被害の原因で
あったことと考えられた。
（２）　マーガレット
　マーガレットはキクと同様、高潮による被害が出た。またマーガレットはキクに比べて塩分に敏感
であり、冠水していないところでも潮風によって海岸沿いの畑で葉が黒変する被害が発生した。
（３）　その他の草花
　冠水後遅滞なく排水処理を施した箇所と１日湛水させたところで被害の差は著しく大きかった。ま
た河川の氾濫により冠水した場合も上述の塩害同様、水が引いた後に植物体を良く洗ったところでは
その後の生育障害も少なかった。

1.5.3　キクおよびマーガレットにおける長期的被害の特徴

　キクでは枯死した圃場でも、塩類のチェック後改植した圃場で特に大きな問題は起きていない。一
方、マーガレットではその後も一部で枯死株の発生が見ら、10月改植のため早出しの出荷量が激減す
ることとなった。

1.5.4　その他の草花の事例

　その他の草花においては、ハウス内
の冠水等により土壌水分が過剰となり、
湿害の出やすいラークスパーなどでは、
徐々に株枯れが発生した（写真14）。ま
たハウス内の湿度の上昇による灰色かび
等の２次的被害が一部で報告された。

1.5.5　今回の経験から導かれる教訓、

今後の対策

　高潮、河川の氾濫の抜本的対策は別項
で指摘されるが、、実際に冠水被害等に
直面した際、何をなすべきか、今回の経
験から導かれた教訓を列挙する。被害

図１　表土のECと塩濃度

写真14　湿害で枯死株が出たラークスパー
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の軽減とその後の経営回復のためには、1.可能なかぎり迅速に圃場、ハウスからの排水処理を行うこ
と、2.水が引いた時点での真水による植物体の洗浄を行うこと、3.改植に際して適切な残留塩濃度の
評価を行うことが、重要であった。

1.6　園芸施設の被害

1.6.1　被害の概要

　香川県に来襲した９個の台風により250億円を超える農林水産被害があり、そのうち農水産施設被
害額は155億円程度にのぼり（農地・ため池等の被害を含む）、河川の氾濫やがけ崩れ等による農地の
流失が相次いだ。園芸施設被害については、平成16年11月４日現在で２億８千万円を超える甚大なも
のとなった。通常ハウス等の園芸施設被害は強風害によるものがほとんどであるのに対し、台風15号
や21号の際に豊浜町周辺で発生した果樹棚倒壊の原因となった土石流による被害も顕著であったこと
は今回の施設被害の大きな特徴である。このような樹体および果樹栽培施設の埋没という被害形態
は、復旧に長期間を要し、しかも膨大な経費が必要となるため、農業経営の存続自体が危ぶまれる
（写真15、16）。

　表７は平成16年８月中旬以降に県内に被害をもたらした台風について香川県がまとめた園芸施設被
害の概要である。その台風を直接的な要因と特定できる施設被害もあるが、本年の台風は連続して襲
来しているため、度重なる台風による累積的な要因の結果として現れた被害も多く、個々の台風被害
として分類しにくいものもあるが、ここでは香川県の行った調査結果を利用した。

1.6.2　台風の特性と被害

　各台風の特徴について簡単に述べると、台風15号の特徴は激しい豪雨を伴っていたことであり、高
気圧の縁をまわった暖かく湿った空気がこの台風の影響を受けて収束して雨雲が発達し、西日本特に
四国山地や瀬戸内沿岸に猛烈な降水をもたらした。台風16号と18号は強い勢力で瀬戸内海を暴風域に
巻き込んで日本海に達したもので、県内に強風が吹き荒れ、台風の接近と大潮期間の満潮が重なった
ため高い潮位が観測された。台風21号と23号は本州付近に停滞する前線とともに西日本に豪雨をもた
らしたもので、県内も強風域や暴風域に入ったためかなりの強風を伴うものであった。
　県内に被害をもたらした台風はそれぞれ独自の特性を持っており、園芸施設被害にもその特徴がよ
く表れている。台風15号では、財田アメダスの時間雨量で40mmを超える豪雨があり、激しい土石流

写真15　パイプハウスの埋没（大野原町） 写真16　果樹棚の崩壊・埋没（豊浜町）
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によって豊浜町の果樹棚の多くが全壊している。台風16号は平成16年に来襲した台風の中では最大の
風速を記録しており（高松地方気象台）、400棟を超えるビニールハウスが強風被害を受け、被害面積
とも最大であった。この台風により香川県沿岸部に甚大な高潮被害が発生したが、高潮の主因となる
強風は園芸施設にも大きな被害をもたらした。台風18号も同様に強風による被害が発生しているが、
先行した16号から間もないため被害面積・被害額とも少ない。台風21号は再び豪雨となったため、豊
浜町で果樹棚の全壊被害が発生しているが、強風も伴っていたためビニールハウスにも被害が多発し
ている。また、台風23号は県内を暴風域に巻き込んだため、県全域でビニールハウス等に強風被害が
発生し、特に東讃地域では豪雨も伴ったためハウスの全壊が非常に多く、農地にも甚大な被害を与え
た。

表７　各台風による園芸施設被害の概要

（平成16年11月４日現在）

台風 種類・品目 施設 被害量 被害程度（㎡） 被害棟数 被害面積 推定被害額
（千円） 主な被害状況 主な被害市町棟数 面積（㎡） 全壊 半壊 軽微

15号 果樹関係 果樹柵（なし） 5 5,000 5,000 5 5,000 2,140 果樹柵の全壊 豊浜町

16号

野菜関係 ビニールハウス他 206 257,920 2,780 4,660 248,880 426 450,450 118,922 パイプ破損、
ビニール破損

観音寺市、綾南町、丸亀市、土庄町、
豊浜町、大野原町

果樹関係 ビニールハウス他 193 183,400 1,000 500 180,820 パイプ破損、
ビニール破損

高瀬町、豊中町、観音寺市、坂出市、
満濃町、土庄町、善通寺市、多度津
町

花き関係 ビニールハウス他 27 9,130 0 2,100 7,030 パイプ破損、
ビニール破損 大野原町、詫間町

18号

野菜関係 ビニールハウス他 72 36,850 2,400 11,900 22,550 153 64,800 31,290

ビ ニール破
損、パイプの
曲 が り、 全
壊、半壊

香川町、香南町、善通寺市、綾南町、
綾歌町、丸亀市、多度津町、琴南町、
仲南町、大野原町、観音寺市、財田
町、豊浜町

果樹関係 ビニールハウス他 10 7,450 1,950 5,500
ビ ニール破
損、パイプの
曲がり、半壊

高松市、香南町、国分寺町、坂出市、
綾南町、満濃町、観音寺市、豊浜町

花き関係 ビニールハウス他 71 20,500 480 5,770 14,250

ビ ニール破
損、パイプの
曲 が り、 全
壊、半壊

綾歌町、仲南町、満濃町、飯山町、
綾上町、琴南町、善通寺市、坂出市、
丸亀市、詫間町、仁尾町、大野原町

21号

野菜関係 ビニールハウス他 19 7,190 240 480 6,470 37 178,490 76,679

ビ ニール破
損、パイプの
曲がり、ハウ
ス倒壊等

土庄町、三木町、高松市、綾南町、
綾歌町、坂出市

果樹関係 果樹柵 12 170,000 170,000 果 樹柵の倒
壊、損傷 豊浜町、大野原町

花き関係 ビニールハウス 6 1,300 0 400 900
ビ ニール破
損、パイプの
曲がり

東かがわ市、詫間町、仁尾町

23号

野菜関係 ビニールハウス他 63 36,010 9,100 12,900 14,010 138 60,010 52,735

全壊、半壊、
パイプの曲が
り、ビニール
破損等

さぬき市、東かがわ市、庵治町、牟
礼町、土庄町、高松市、三木町、飯
山町、綾上町、綾南町、観音寺市、
大野原町

果樹関係 ビニールハウス 1 200 200 全壊 高松市

花き関係 ビニールハウス他 74 23,800 2,550 3,500 17,750

全壊、半壊、
パイプの曲が
り、ビニール
破損等

さぬき市、東かがわ市、高松市、池
田町、内海町、坂出市、綾歌町、仲
南町、三野町、仁尾町、詫間町

計 759 758,750 193,750 44,160 518,160 759 758,750 281,766

　園芸施設の被害は、そのほとんどがパイプハウス、APハウスの機械的損傷とその稼動システムの
故障である。機械的な損傷は、ビニールやガラスの破損、さらにパイプの曲がりやハウスの倒壊と軽
微なものから甚大なものまで含まれている。稼動システムの故障には、冠水による電磁弁やポンプの
故障、炭酸ガス発生装置の故障など内部施設の被害が含まれる。
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1.6.3　園芸施設被害の対策

　強風による園芸施設被害としては、数的には機械的な損傷が圧倒的に多かったが、ハウスは採光と
経済性の面から構造材は最小限に設計されているため、部材強度増加対策にはどうしても限界があ
る。地域の詳細な風速分布は台風の内部構造によって異なるが、台風経路によって大まかな予測が可
能であることから、被害の応急対策としてそれらの予測値を考慮した上で減風のための防風ネットを
設置することが効果的である。また、強風によるフィルム破損の対策としては、被覆材の剥離防止の
ための取り付け金具の緊張、押さえ紐の固定等があげられるが、換気扇が設置されている場合には密
閉状態にして換気扇を稼動させて、施設内部を負圧に保つことも効果的である。かなりの強風が予想
される場合には、倒壊防止対策として事前にフィルムを撤去して風がハウス内を速やかに抜けるよう
にすることが重要であるが、その判断基準としてハウスの形状・大きさに見合う具体的指針を個々の
農家に示す必要がある。恒久的な対策としては、台風の常習性が高い場合や設置場所に余裕がある場
合には、安定的な防風施設の設置が望ましい。防風林の場合は、常緑樹で根が深く倒伏しにくいこと
や病虫害に強いこと、周辺の果樹等に影響がないことなどの樹種条件も考慮しなければならないため
注意が必要である。また、施設栽培の導入の際にはその立地条件を考慮して設置を行うことも事前対
策として重要である。被害の発生状況と風速についての過去の事例解析により局地的な強風発生が斜
面の向きや山地形状等の地理的要素によって大きく影響されることが明らかになっており、周囲に風
を遮る地形的要素がない場所におけるハウスの設置を回避することが必要である。
　強風被害以外では、冠水による被害がハウスの内部施設に発生しており、浸水の恐れがある場合に
はその対策を早急に講ずる必要がある。先に述べたように、台風にはそれぞれの顔があり、その性
質・特徴の情報を的確に収集し、施設の防災に対応することが重要である。豊浜町や大野原町で発生
したような園芸施設の土石流対策については、土砂災害班の報告にゆずるが、新たに農地造成をする
場合には、可能であれば地形条件として急激な土砂流出の危険を回避できるような場所を選定するこ
とが必要である。

1.7　畜産の被害
　平成16年８～９月にかけての台風15、16、21号による豪雨と高潮による香川県における災害につい
て、香川県の作成した資料を参考にして農林水産施設等のうち畜産に関係する被害について記載す
る。

1.7.1　台風６号による被害

　今回の報告とは直接の関係はないが、連続した一連の台風のさきがけとなった台風６号についても
若干の被害報告が報じられている。すなわち、６月21日に四国東部を通過した風６号では、三木町で
倒木により牛舎１棟約130m２が倒壊し、乳牛２頭が死亡し、畜舎や堆肥化施設が破損した。

1.7.2　台風15号による被害

　８月17日の昼から18日にかけての西讃地域への局地的な大雨により、小規模なため池の決壊等が生
じた台風15号による被害として、８月20日15時では３棟の畜産施設の被害、96,300千円の推定被害金
額であった。その被害状況としては、鶏舎の倒壊が２棟、1000m２で堆肥舎の倒壊が１棟、300m２と
して報告されている（観音寺市）。これらの鶏舎の倒壊によって、採卵鶏の圧死や浸水による斃死や
流出が山本町や高瀬町でも生じ、合計16千羽の鶏の被害、6,750千円の推定被害金額であった。

－174－－174－



９月13日12時での総括被害としては、４棟の畜産施設の被害、97,100千円の推定被害金額が報告され
た。これらの被害状況としては、鶏舎の倒壊が２棟、881m２で堆肥舎の倒壊が１棟、472m２（観音寺
市）であり、その他でも鶏舎、飼料タンクの破損、土砂流入１棟、300m２が最終報告された。これら
の鶏舎の倒壊によって、採卵鶏の圧死や浸水による斃死や流出が山本町や高瀬町でも生じ、合計27千
羽の鶏の被害、7,271千円の推定被害金額であった。なお、飼料作物の被害はなかった。

1.7.3　台風16号による被害

　８月30日～31日の台風16号による９月13日12時段階での被害報告としては、家畜の斃死はみられな
かったが、土庄町で牛舎や堆肥舎の屋根の損傷等、３棟、200千円の被害が報告された。また、10キ
ロの購入飼料が高潮によって被害を受け、2054kgの牛乳が停電によって破棄された。さらに、飼料
作物については、土庄町、仲南町、善通寺市においてソルゴーが倒伏や高潮によって被害を受けてお
り、仲南町、善通寺市ではトウモロコシの倒伏が報告されており、栽培面積５haの飼料作物のうち、
４haの飼料作物が被害を受け、83％の被害率（推定被害金額；187千円）であった。
　10月１日13時30分段階での被害報告としては、牛舎、豚舎、鶏舎ならびに簡易哺乳施設の損傷や流
出が大野原町等で生じ、11棟の畜産関係施設（推定被害金額；28,240千円）に被害があった。家畜の
被害としては、豚の斃死等の480頭の被害（推定被害金額；6,100千円）があった。飼料作物については、
東かがわ市、牟礼町、香川町、土庄町においてソルゴー、トウモロコシ、スーダングラス、エンバク
が倒伏し、栽培面積86haの飼料作物のうち、21haの飼料作物が被害を受け、24％の被害率（推定被
害金額；646千円）であった。

1.7.4　台風18号による被害

　９月７日の台風18号による９月８日15時現在での被害情報としては、財田町、綾上町、仲南町な
どで牛舎や堆肥舎の屋根の損傷があり、11棟の畜産施設の被害、推定被害額9,218千円があったが、
家畜の被害はなかった。また、飼料作物の被害としては、観音寺市、さぬき市、東かがわ市でソル
ゴー、トウモロコシ、スーダングラスが倒伏し、栽培面積134haの飼料作物のうち、６haの飼料作物
が被害を受け、５％の被害率（推定被害金額；1,078千円）であった。

1.7.5　台風21号による被害

　９月29日の台風21号による10月１日13時30分現在での被害情報としては、大野原で牛舎、豚舎、鶏
舎、簡易哺乳施設の損傷や流出などの損傷があり、11棟の畜産施設の被害、推定被害額28,240千円が
あった。家畜への被害としては、豚の斃死など480頭（推定被害額6100千円）の被害が調べられてい
る。また、飼料作物の被害としては、東かがわ市、牟礼町、香川町、土庄町でソルゴー、トウモロコ
シ、スーダングラス、エンバクが倒伏し、栽培面積86haの飼料作物のうち、21haの飼料作物が被害
を受け、24％の被害率（推定被害金額；646千円）であった。
　10月４日15時現在での被害情報としては、大野原などで牛舎、豚舎、鶏舎、簡易哺乳施設、堆肥舎
の損傷や流出などの損傷があり、15棟の畜産施設の被害、推定被害額75,240千円があった。家畜への
被害としては、豚の斃死など580頭（推定被害額10,100千円）の被害が調べられている。また、飼料
作物の被害としては、東かがわ市、牟礼町、香川町、土庄町でソルゴー、トウモロコシ、スーダング
ラス、エンバクが倒伏し、栽培面積86haの飼料作物のうち、21haの飼料作物が被害を受け、24％の
被害率（推定被害金額；646千円）であった。
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　10月７日現在での被害状況では、15棟の畜産施設の被害（推定被害額75,240千円）、580頭の家畜斃
死（推定被害額10,100千円）、被害面積21haの飼料作物災害（推定被害額646千円）が報告された。

1.7.6　台風22号による被害

　台風22号による畜産関係の被害は特に見られなかった。

1.7.7　台風23号による被害

　10月20日の台風23号による11月４日16時現在での被害情報としては、東かがわ市、牟礼町、三木
町、綾上町、綾南町、さぬき市で牛舎、等の損壊があり、25棟の畜産施設の被害、90,990千円の推定
被害額があった。家畜への被害としては、さぬき市、仲南町、綾南町、三木町、内海町で乳牛や肉用
牛20頭および鶏15300羽の斃死が報告され、20,675千円の推定被害金額にのぼった。また、飼料作物
の被害としては、坂出市、善通寺市、満濃町、仲南町でイタリアンライグラス、エンバク、スーダ
ングラスの一時冠水があり、栽培面積２haの飼料作物のうち、1.3haの被害面積にのぼり、被害率は
65％に達した。その推定被害金額は24千円であった。

1.8　今後の対策

1.8.1　農作物の被害回避への技術的対策

　水稲における最も大きな被害は倒伏によるものである。すなわち、倒伏は登熟を阻害し、収量と品
質を大きく低下させる。したがって、台風による被害を軽減するためには倒伏に強い作物栽培を確立
することが肝要である。そのためには、窒素の施用量を減らすとともに、有機物（堆肥など）を圃場
に投入して根系の発達を促すことが必要である。窒素肥料を減らすことは、通常年でも水稲では食味
向上に効果がある。
　野菜や花卉においては、実際に冠水被害等に直面した際、何をなすべきか、今回の経験から導かれ
た教訓を列挙すると、１）可能なかぎり迅速に圃場、ハウスからの排水処理を行うこと、２）水が引
いた時点での真水による植物体の洗浄を行うこと、３）改植に際して適切な残留塩濃度の評価を行う
ことが、被害の軽減とその後の経営回復のために重要であった。
　果樹ではその特性からみると、局地的な環境条件を考慮した園地選択および防風、排水施設の整
備・点検が被害軽減には重要である。また、被害発生後の対策としては、可能な限り迅速に樹勢を回
復させるためのせん定および着果量の調節、葉面散布を含めた施肥設計などが必要と考えられた。

1.8.2　農地・施設の基盤整備と構造改善

　砂防や中小河川、排水溝、農道の改修整備など基盤の整備・保全は不可欠である。施設では県下全
域で園芸施設の強風による被害として、パイプハウスの倒壊、曲がりやフィルムの破損が多数発生し
た。ハウスは採光と経済性の面から構造材は最小限に設計されているため、部材強度増加対策には限
界がある。風速分布は台風の内部構造によって異なるが、台風経路によってほぼ予測が可能であるこ
とから、応急対策としてそれらの予測値を考慮した上で、減風のための防風ネットを設置することが
効果的である。また、強風によるフィルム破損の対策としては、被覆材の剥離防止のための取り付け
金具の緊張、押さえ紐の固定等があげられるが、換気扇が設置されている場合には密閉状態にして換
気扇を稼動させて、施設内部を負圧に保つことも効果的である。かなりの強風が予想される場合に
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は、倒壊防止対策として事前にフィルムを撤去することが重要である。

1.8.3　関係情報の提供システムの整備・充実

　被害発生の回避あるいは被害を受けた農作物への処置に関する迅速な情報提供システムの整備が必
要である。地域の農業気象情報や各作物の被害を最小限に止めるための緊急措置と長期的対応につい
ての情報配信が望まれる。

1.8.4　産地の維持、生産確保に向けた長期的視点での再生支援

　本県の農業はその大半が高年齢の生産者により営まれているのが現状であり、就業者の減少にとも
なって栽培面積・生産量の減少が進行しつつある。本年の広範かつ甚大な台風被害により、農業者の
生産意欲が減退し、農業全体の衰退を招くことが懸念される。特に苗木の植え付け後、収益を得るま
でに相当な年数を必要とする果樹農業では、被害状況によっては園地の放棄を余儀なくされ、産地と
しての存続にも影響が及ぶ恐れがある。意欲的な農業者に対する生産復旧と被害軽減対策に向けた迅
速で長期的な支援施策を講じる必要がある。
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